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改正後 改正前

長崎県公共建築工事積算基準等資料 長崎県公共建築工事積算基準等資料

目 次

第１編 総則

第２編 工事費

第３編 共通費

第１章 ～ 第５章 （略）

第４編 単価、価格等

第１章 ～ 第５章 （略）

附表 補正市場単価算出方法 ※参照

（※）「第４編単価、価格等の第２章から第５章」並びに「附表」は、公共建築工事

積算基準等資料（平成３０年版）（国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課)の「第４

編 単価、価格等」の「第２章 建築工事」から「第５章 昇降機設備工事」並び

に「附表 補正市場単価算出方法」を適用する。

目 次

第１編 総則

第２編 工事費

第３編 共通費

第１章 ～ 第５章 （略）

第４編 単価、価格等

第１章 ～ 第５章 （略）

附表 補正市場単価算出方法 ※参照

（※）「第４編単価、価格等の第２章から第５章」並びに「附表」は、公共建築工事

積算基準等資料（平成２９年版）（国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課)の「第４

編 単価、価格等」の「第２章 建築工事」から「第５章 昇降機設備工事」並び

に「附表 補正市場単価算出方法」を適用する。

第１編 ～ 第２編 （略）

第３編 共通費

第１章

１～５ （略）

６ 工事に伴う湧水の排出費用

（略）

７ 新営工事における主体構造物にかかわる鉄骨工事の補正に関する取り扱い

（１）～（４）（略）

表１－１ （略）

８ その他工事として取り扱う工事

（略）

第１編 ～ 第２編 （略）

第３編 共通費

第１章

１～５ （略）

６ 本来一体とすべき工事を分割した場合の算定

本来一体とすべき同一建築物又は同一敷地内の工事を分割して発注し、新規に発

注する工事を現に施工中の工事の受注者と随意契約しようとする場合の共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費等は、契約済みのすべての工事と新規に発注する工事を

一括して発注したとして算定した額から、契約済みのすべての工事の額を控除した

額とする。

７ 工事に伴う湧水の排出費用

（略）

８ 新営工事における主体構造物にかかわる鉄骨工事の補正に関する取り扱い

（１）～（４）（略）

表１－１ （略）

９ その他工事として取り扱う工事

（略）
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表１－２ その他工事としての取り扱い（建築工事） 表１－２ その他工事としての取り扱い（建築工事）

表１－３ その他工事としての取り扱い（機械設備工事）

（略）

９ 専門工事業者に直接発注する工事（電気工事、管工事を除く）

（略）

１０ その他工事を単独で発注する場合の算定

（略）

１１ 指定部分及び指定部分工期

（略）

１２ 産廃税、有価物の取り扱い

（略）

表１－３ その他工事としての取り扱い（機械設備工事）

（略）

１０ 専門工事業者に直接発注する工事（電気工事、管工事を除く）

（略）

１１ その他工事を単独で発注する場合の算定

（略）

１２ 指定部分及び指定部分工期

（略）

１３ 産廃税、有価物の取り扱い

（略）

第２章 離島調整費 第２章 離島調整費
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（略） （略）

第３章 共通仮設費

１ 共通仮設費の区分

２ 共通仮設費

（１）（略）

イ．共通仮設費率による算定

（イ） （略）

（ロ）鉄骨工事の場合の補正

共通費基準 ３（４）の場合は、共通仮設費率に０．９を乗じる。また

、補正の対象となる鉄骨工事の取り扱いは、第３編第１章７による。

なお、積み上げによる共通仮設費がある場合には、これを鉄骨工事以外

の一般工事の共通仮設費とし、一般工事の純工事費は鉄骨工事以外の一般

工事の純工事費と鉄骨工事の純工事費に区分する。

（ハ）～（ニ） （略）

（ホ）労務費の比率が著しく少ない工事

共通費基準 ３（６）の労務費の比率が著しく少ない工事の共通仮設費率は、

その率に０．９を乗じる。

なお、労務費の比率が著しく少ない工事とは、直接工事費に占める労務

費の割合がおおむね１０％以下の工事をいう。

（ヘ）（ト） （略）

ロ．積み上げによる算定

（略）

（イ）～（ホ） （略）

（ヘ）機械器具等

①新営工事における荷揚用揚重機械器具の費用

（略）

表２－１ （略）

（ト）～（チ） （略）

（２）～（４） （略）

第３章 共通仮設費

１ 共通仮設費の区分

２ 共通仮設費

（１）（略）

イ． 共通仮設費率による算定

（イ） （略）

（ロ）鉄骨工事の場合の補正

共通費基準 ３（４）の場合は、共通仮設費率に０．９を乗じる。また

、補正の対象となる鉄骨工事の取り扱いは、第３編第１章８による。

なお、積み上げによる共通仮設費がある場合には、これを鉄骨工事以外

の一般工事の共通仮設費とし、一般工事の純工事費は鉄骨工事以外の一般

工事の純工事費と鉄骨工事の純工事費に区分する。

（ハ）～（ニ） （略）

（ホ）労務費の比率が著しく少ない工事

共通費基準 ３（６）の労務費の比率が著しく少ない工事の共通仮設費率は、

その率に０．９を乗じる。

なお、労務費の比率が著しく少ない工事とは、直接工事費に占める労務

費の割合が概ね１０％以下の工事をいう。

（ヘ）（ト） （略）

ロ．積み上げによる算定

（略）

（イ）～（ホ） （略）

（ヘ）機械器具等

①新営工事における荷揚用揚重機械の費用

（略）

表２－１ （略）

（ト）～（チ） （略）

（２）～（４） （略）

第４章 現場管理費

１ （略）

２ 現場管理費の算定方法

（１）（略）

イ．現場管理費率による算定

（イ）～（ハ） （略）

第４章 現場管理費

１ （略）

２ 現場管理費の算定方法

（１）（略）

イ．現場管理費率による算定

（イ）～（ハ） （略）
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（ニ）労務費の比率が著しく少ない工事

共通費基準 ４（６）の労務費の比率が著しく少ない工事の現場管理費率は、

その率に０．８を乗じる。

なお、労務費の比率が著しく少ない工事とは、直接工事費に占める労務費

の割合がおおむね１０％以下の工事をいう。

（ホ） （略）

ロ．積み上げによる算定

（２）～（５） （略）

（ニ）労務費の比率が著しく少ない工事

共通費基準 ４（６）の労務費の比率が著しく少ない工事の現場管理費率は、

その率に０．８を乗じる。

なお、労務費の比率が著しく少ない工事とは、直接工事費に占める労務費

の割合が概ね１０％以下の工事をいう。

（ホ） （略）

ロ．積み上げによる算定

（２）～（５） （略）

第５章 一般管理費等

（略）

第５章 一般管理費等

（略）

第４編 単価及び価格

第１章 共通事項

１ 単価及び価格に関する数値の取り扱い

（略）

（１）物価資料に基づく材料単価、市場単価等

イ．平均値を採用する場合の端数処理は一円単位とし、一円未満の場合は小数点以

下第２位とする。

ロ ～ ニ （略）

（４）細目別内訳書及び別紙明細書における単価及び金額の計上

イ．細目別内訳書及び別紙明細書に計上する単価の端数処理は有効上位３桁とする。

ただし、千円未満の場合は、十円単位とし、十円未満の単価の場合は一円単位と

する。

ロ ～ ハ （略）

２ ～ ５ （略）

６ 市場単価等の補正

本来事業者が負担すべき法定福利費相当額を適切に反映するため、市場単価の補

正を新営の場合、改修の場合共におこなう。なお、市場単価の補正方法は以下による。

また、表Ａ－１、表Ｅ－１及び表Ｍ－１の改修補正率には、第４編第１章９（３）

ロ基準補正単価における、市場単価及び補正市場単価の補正率が含まれているので

補正率及び以下の式により基準補正単価を算定する。

物価資料の掲載価格（市場単価以外の材工単価）を採用する場合においても以下

第４編 単価及び価格

第１章 共通事項

１ 単価及び価格に関する数値の取り扱い

（略）

（１）物価資料に基づく材料単価、市場単価等

イ．平均値を採用する場合の端数処理は有効上位３桁とする。ただし、千円未満の

場合は十円単位とし、百円未満の場合は一円単位とし、一円未満の場合は小数

点以下第２位とする。

ロ ～ ニ （略）

（４）細目別内訳書への単価及び金額の計上

イ．細目別内訳書に計上する単価に、標準歩掛り等（市場単価の補正を含む。）に

より算出した単価、刊行物掲載価格による単価、見積価格等による単価を採用す

る場合の端数処理は有効上位３桁とする。ただし、刊行物掲載価格による単価を

採用する場合は、掲載価格の有効数字の桁数と比較し、大きい方の桁を有効数字

の桁数とする。なお、千円未満の場合は、十円単位とし、十円未満の単価の場合

は一円単位とする。

ロ ～ ハ （略）

２ ～ ５ （略）

６ 市場単価等の補正

本来事業者が負担すべき法定福利費相当額を適切に反映するため、市場単価の補

正を新営の場合、改修の場合共におこなう。なお、市場単価の補正方法は以下による。

また、表Ａ－１、表Ｅ－１及び表Ｍ－１の改修補正率には、第４編第１章９（３）

ロ基準補正単価における、市場単価及び補正市場単価の補正率が含まれているので

下式により算定する。

物価資料の掲載価格（市場単価以外の材工単価）を採用する場合も以下の表、各細
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の表の補正率及び以下の式により基準補正単価を算出する。

市場単価等への法定福利費の反映状況に応じ、補正率を見直す場合がある。

【新営の市場単価等の場合】

基準単価 × 新営補正率 ＝ 新営の基準補正単価

【改修の市場単価等の場合】

基準単価 × 改修補正率 ＝ 改修の基準補正単価

目の補正率により算出する。

市場単価等への法定福利費の反映状況に応じ、補正率を見直す場合がある。

【新営の場合】

基準単価 × 新営補正率 ＝ 新営市場単価

【改修の場合】

基準単価 × 改修補正率 ＝ 改修補正単価

表 Ａ－１ 基準補正単価の補正率 表 Ａ－１ 基準補正単価
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表 Ｅ－１ 基準補正単価の補正率 表 Ｅ－１ 基準補正単価

表 Ｍ－１ 基準補正単価の補正率 表 Ｍ－１ 基準補正単価

７ ～ ８

９ （略）

（１）～（２） （略）

７ ～ ８

９ （略）

（１）～（２） （略）
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表Ａ－２ 執務並行改修の場合の単価適用区分 表Ａ－２ 執務並行改修の場合の単価適用区分
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表Ｅ－２ （略） 表Ｅ－２ （略）

表Ｍ－２ 執務並行改修の場合の単価適用区分 表Ｍ－２ 執務並行改修の場合の単価適用区分
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（４）改修工事の積算にあたっての留意事項

（略）

イ． （略）

ロ．荷揚用揚重機械器具による揚重ができない場合は、人力による小運搬

等を現場状況に応じて適切に計上する。

ハ ～ ニ （略）

（４）改修工事の積算にあたっての留意事項

（略）

イ． （略）

ロ．荷揚用揚重機械器具による揚重ができない場合は、人力による小運搬

等を状況に応じて適切に計上する。

ハ ～ ニ （略）

１０ ～ １３ （略） １０ ～ １３ （略）

※ 「第２章 建築工事」から「第５章 昇降機設備工事」並びに「附表補正市場単

価算出方法」は、公共建築工事積算基準等資料（平成３０年版）（国土交通省大臣官房

官庁営繕部計画課)の「第３編 単価、価格等」の「第２章 建築工事」から「第５章

昇降機設備工事」並びに「附表 補正市場単価算出方法」を適用する。

※ 「第２章 建築工事」から「第５章 昇降機設備工事」並びに「附表 補正市場単

価算出方法」は、公共建築工事積算基準等資料（平成２９年版）（国土交通省大臣官房

官庁営繕部計画課)の「第３編 単価、価格等」の「第２章 建築工事」から「第５章

昇降機設備工事」並びに「附表 補正市場単価算出方法」を適用する。


